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（１）ガイドラインの対象
①設備保有者：電気通信事業者、電気事業者、鉄道事業者
②事業者：認定電気通信事業者
③設備：

ⅰ）電柱、管路、とう道、ずい道その他の線路を設置するために使用できる設備
ⅱ）鉄塔等

（２）設備提供４原則
①公正性の原則 ②無差別性の原則 ③透明性の原則 ④効率性の原則

（３）貸与手続等
①調査回答期間：原則２ヶ月以内に提供の可否を回答。
②貸与拒否事由：区間に空きがない場合、技術基準に適合しない場合等を規定
③貸与期間：原則５年 等

■２００１年４月、電気通信事業者による光ファイバ網等の整備促進のため、公益事業者が保有する電柱や管路等の線路敷
設基盤の貸与手続等の標準的な取扱いを示した「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン」を策定。

■これまでの事業者の要望等を踏まえ、５回の改正を実施。

改正年 改正概要

２００２年 電柱への共架に関する「一束化」に関する
規定を追加

２００３年 支線共用に関する規定、腕金類の設置に
関する規定を追加

２００４年 使用可能時期の照会に対する回答努力義
務、支線共用拒否事由の通知等に関する
規定の追加

２００７年 効率性の原則及び定型・反復的な光引込
線等に係る設備使用に関する手続の簡素
化に関する規定を追加

２０１０年 対象設備に携帯電話の基地局を設置する
「鉄塔等」を追加

ガイドラインの概要
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ガイドラインの改正経緯
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第２分類 第１分類

第３分類第４分類

縦軸
オンライン利用率
（推計値含まず）

自治体のオンライン化率：低
オンライン利用率：高

自治体のオンライン化率：高
オンライン利用率：高

自治体のオンライン化率：高
オンライン利用率：低

自治体のオンライン化率：低
オンライン利用率：低

横軸
オンライン化済

団体比率

11.地方税申告手続（eLTAX）
12.入札参加資格審査申請等

13.道路占用許可申請等
14.入札
15.産業廃棄物の処理、運搬の実績報告
16.感染症調査報告
17.港湾関係手続
18.食品営業関係の届出
19.特定化学物質取扱量届出
20.後援名義の申請
21.暴力団員による不当な行為の

防止等に関する責任者の選任届

主
に
住
民
向
け
手
続

主
に
事
業
者
向
け
手
続

手続
1. 図書館図書貸出予約等
2. 文化・スポーツ施設等の利用予約
3. 粗大ゴミ収集の申込
4. 水道使用開始届等
5. 研修・講習・各種イベント等の申込
6. 浄化槽使用開始報告等
7. 自動車税住所変更届
8. 職員採用試験申込
9. 犬の登録申請、死亡届
10.公文書開示請求

6000万件以上 3000万件以上

6000万件未満
1000万件以上
3000万件未満

10万件以上
100万件未満

主に住民の利用が
想定される手続

主に事業者の利用が
想定される手続

10万件未満
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500万件以上

1000万件未満
100万件以上

500万件未満

地方自治体における手続のオンライン化・オンライン利用の現状
※ 数字は平成２１年度のもの
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道路占用許可に関する道路法関係条文抜粋

○道路法（昭和２７年法律第１８０号）

（道路の占用の許可）

第三十二条 道路に次の各号のいずれかに掲げる工作物、物件又は施設を設け、継続して道路を使用しようとする場合に

おいては、道路管理者の許可を受けなければならない。

一 電柱、電線、変圧塔、郵便差出箱、公衆電話所、広告塔その他これらに類する工作物

二 水管、下水道管、ガス管その他これらに類する物件

三～七 （略）

２ 前項の許可を受けようとする者は、左の各号に掲げる事項を記載した申請書を道路管理者に提出しなければならない。

一 道路の占用（道路に前項各号の一に掲げる工作物、物件又は施設を設け、継続して道路を使用することをいう。以下同

じ。） の目的

二 道路の占用の期間

三 道路の占用の場所

四 工作物、物件又は施設の構造

五 工事実施の方法

六 工事の時期

七 道路の復旧方法

３ 第一項の規定による許可を受けた者（以下「道路占用者」という。）は、前項各号に掲げる事項を変更しようとする場合に

おいては、その変更が道路の構造又は交通に支障を及ぼす虞のないと認められる軽易なもので政令で定めるものである場

合を除く外、あらかじめ道路管理者の許可を受けなければならない。

４及び５ （略）

3



○河川法（昭和３９年法律第１６７号）

（土地の占用の許可）

第二十四条 河川区域内の土地（河川管理者以外の者がその権原に基づき管理する土地を除く。以下次条において同じ。）

を占用しようとする者は、国土交通省令で 定めるところにより、河川管理者の許可を受けなければならない。

（工作物の新築等の許可）

第二十六条 河川区域内の土地において工作物を新築し、改築し、又は除却しようとする者は、国土交通省令で定めるところ

により、河川管理者の許可を受けなければ ならない。河川の河口附近の海面において河川の流水を貯留し、又は停滞させ

るための工作物を新築し、改築し、又は除却しようとする者も、同様とする。

２～５ （略）

（河川保全区域）

第五十四条 河川管理者は、河岸又は河川管理施設（樹林帯を除く。第三項において同じ。）を保全するため必要があると認

めるときは、河川区域（第五十八条の二 第一項 の規定により指定したものを除く。第三項において同じ。）に隣接する一定

の区域を河川保全区域として指定することができる。

２及び３ （略）

４ 河川管理者は、河川保全区域を指定するときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を公示しなければならない。

これを変更し、又は廃止するときも、同様と する。

（河川保全区域における行為の制限）

第五十五条 河川保全区域内において、次の各号の一に掲げる行為をしようとする者は、国土交通省令で定めるところによ

り、河川管理者の許可を受けなければならない。 ただし、政令で定める行為については、この限りでない。

一 土地の掘さく、盛土又は切土その他土地の形状を変更する行為

二 工作物の新築又は改築

２ （略）

4河川占用許可に関する河川法関係条文抜粋



集合住宅における光屋内配線の転用イメージ（合同ヒアリングにおけるＫＤＤＩプレゼン資料）

敷設者
＝ＮＴＴ東・西

（戸数分の芯線）

ONU ONUONU

ONU ONU

ﾌﾚｯﾂ
ONUONU

（光パッチパネル～各住戸内光コンセント）

回線終端
装置等

光ファイバー 光屋内配線事業者設備

共用部分/
ＭＤＦ室等

auひかり

ONU ONU ONUONU

ONU

auひかり

ONU ONUONU

（光パッチパネル～各住戸内光コンセント間）
光屋内配線

事業者設備

共用部分/
ＭＤＦ室等

再利用者
＝ＫＤＤＩ

（住戸単位の芯線）

※実際の屋内配線の敷設方法は本図と
異なる場合がある。
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auひかり
ONU

⑳

ONU

ﾌﾚｯﾂ

⑲
⑳

光パッチパネルにおいて
回線終端装置の付け替えを実施

光ファイバー

光コンセント
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平成２１年接続ルール答申におけるローミングに関する法的位置付け

ローミングを実現するために考えられる形態

接続協定＋ローミング協定（ローミング契約）方式 卸電気通信役務方式 接続協定方式

事業者Ａの

ネットワーク

事業者Ｂの

ネットワーク◎

事業者Ａの
ユーザ①

事業者Ａの
ユーザ②

①接続協定

②ローミング協定

➢Ｂのネットワークで、Ａのユーザも発着信できる
ようにするための協定
（ＢからＡに対し、②に係る通話料債権を譲渡（Ａ
はＢに手続費を支払））

（下図の例で言うと、事業者Ａのユーザ②が、事業者Ｂのネットワークで発着信できるようにするための形態）

事業者Ａの

ネットワーク

事業者Ｂの

ネットワーク◎

事業者Ａの
ユーザ①

事業者Ａの
ユーザ②

Ａの電気通信役務

Ａの電気通信役務 Ｂの電気通信役務

ＢからＡに電気通信役務を
提供（卸電気通信役務）

Ａの電気通信役務 Ｂの電気通信役務

③ローミング契約

事業者Ａの

ネットワーク

事業者Ｂの

ネットワーク◎

事業者Ａの
ユーザ①

事業者Ａの
ユーザ②

接続協定

Ａの電気通信役務 Ｂの電気通信役務

事業者Ａの
ユーザ③

事業者Ｂの
ユーザ

■事業者Ａ・Ｂ間で、接続協定に加えて、ローミング
協定を締結

■当該協定に基づき、事業者Ｂとローミング契約を
締結した事業者Ａのユーザ（上図ではユーザ②）
は、事業者Ｂのユーザとして、事業者Ｂのネット
ワークを通じた発着信サービスを利用可能

■なお、ローミング協定は、接続協定や卸電気通信
役務と異なり、電気通信事業法上の位置付けの
ない民民の協定（☞事業法上の紛争処理機能等
の利用は通常想定されない）

■事業者Ａが、事業者Ｂのネットワークに係る電気
通信役務の提供を受けて、自網に係る電気通信
役務と一体として、自らが利用者（上図ではユー
ザ②）に対してサービスを提供する形態
（☞事業者Ｂとユーザ②の間に契約関係なし）

■卸電気通信役務については、不当な差別的取
扱いの場合の業務改善命令、総務大臣の協議
命令及び裁定、紛争処理委員会の紛争処理等
の対象

■国際ローミングでは、当該形態が一般的

■接続形態による役務提供とは、接続点を分界とし
て、事業者ＡとＢそれぞれの電気通信役務がセットと
なり、サービス提供される形態であることが必要

■このため、事業者Ｂの電気通信役務のみで提供さ
れる場合、例えば、

・事業者Ａのユーザ②から発信し、事業者Ａのユーザ
③や事業者Ｂのユーザに着信する場合、

・また、事業者Ｂのユーザから発信し、事業者Ａの
ユーザ②に着信する場合について、

接続形態による役務提供と捉えることは困難

例えば、接続条件
として、ローミング
協定の内容を規定
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